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総務グループ
１　部業務の連絡調整及び庶務事務等
　　府議会、監査等の部業務の処理に関し、庁内各部局及び部内各室課、出先機関との連絡を密にし、業務の円滑な運営に努めた。
　　旅費の支給など課の一般庶務事務のほか、非常勤職員の報酬・賃金等の支給に関する事務のほか、公有財産の管理に関する事務を行って、部の事務事業の適切な執行に努めた。
２　部の組織、定数等人事業務　
部内事務事業の合理的運営を図るため、組織、定数をはじめ、部管理改善等について検討を行うとともに、人事業務を行った。
なお、研修、長期休業者、公務災害の認定等は次のとおりである。
（１）研修
　　自己啓発の意欲を深めさせ、業務の遂行に必要な知識と教育を身につけさせるため、研修を実施
した。
○府民文化部部局研修
①ＫＥＳ
　　　　参加型研修　英語を唯一の使用言語としたテーマ別の勉強会
日時：令和2年11月20日10:00～12:00　令和2年12月18日10:00～12:00（全2回）
講師：外部講師
　対象：部内全職員及び部以外で必要と認める職員
　　　　参加人数：28人
②府民文化部新規採用職員・若手転入職員研修
　　　　講義型研修　新規採用職員・若手転入職員の府民文化施策に関する理解を深めるための研修
日時：令和2年9月11日　13:30～17:00
講師：各所属職員
　対象：令和2年度府民文化部新規採用職員及び新採ルール中転入職員
　　　　参加人数：15人
③人権研修
　　　　講義型研修　同和問題の解決に向けた府の取組について等
　　　　日時：令和3年3月19日　16:00～17:00
        講師：人権局人権擁護課職員

　　　　対象：総括補佐・企画担当総括主査等
　　　　参加人数：13人
④文書管理研修

　　　　講義型研修　文書管理事務について

　　　　日時：令和2年12月24日　13:30～14:30
        講師：府政情報室　情報公開課　職員
　　　　対象：部内全職員
　　　　参加人数：23人

　　　⑤人権研修

　　　　講義型研修　性的マイノリティの人権問題について

　　　　日時：令和2年12月24日　14:45～15:45

        講師：人権局　人権企画課　職員
　　　　対象：部内全職員
　　　　参加人数：30人

⑥人権研修

　　　　講義型研修　障害者差別解消法について

　　　　日時：令和2年12月24日　16:00～17:15
        講師：障がい福祉室　障がい福祉企画課　職員
　　　　対象：部内全職員
　　　　参加人数：30人
　　　⑦会計研修
講義型研修　会計制度、最近の会計実地検査における主な指摘事項と不適正会計事例、
小テスト等
日時：令和2年9月15日　15:00～17:00

講師：会計局　会計指導課　職員
対象：部内全職員
参加人数：19人
　　（２）長期休業者
疾病等による長期休業者の状況
	区　分
	人数（人）

	府民文化総務課
	０（０）

	人権局
	１（０）

	男女参画・府民協働課
	０（０）

	府政情報室
	５（３）

	都市魅力創造局
	５（３）

	文化・スポーツ室
	２（０）

	消費生活センター
	１（１）

	日本万国博覧会記念公園事務所
	１（１）

	パスポートセンター
	２（０）

	合　　計
	１７（８）


（注）　１　年休・病気休暇等の区別なく、疾病等（出産・育児を含む）で引き続き
１ヵ月以上休業した者の延べ人数（内数は出産・育児）
　　　　　 ２　派遣職員を除く
（３） 公務災害・通勤災害の状況
　　　 ア　公務災害　　０件
　　　 イ　通勤災害　　１件

企画グループ

１　部の行政の総合企画及び連絡調整

（１）主要施策等の連絡調整

　　　府の施策計画等各種計画の策定等に関する総合企画及び部内の連絡調整を行った。

（２）政府要望等の連絡調整

　　　国家予算編成の要望等に関する部内の連絡調整を行った。

（３）広報広聴事務等の連絡調整

　　　広報広聴、人権施策、男女共同参画施策等の事務について、部内の連絡調整を行った。

２　部の予算編成

　　部の予算編成及び決算事務に関して、的確な事務処理の推進に努めるとともに、部の所管事業に係る財務関係調査等を行った。

　　なお、歳入歳出予算の概要は、次のとおりである。

　（一般会計）

	１　歳入予算
	

	　　当　初　予　算　額
	２，５６３，４７１千円

	　　５　号　補　正　額
	１０，６１９千円

	　　10　号　補　正　額
	３，８８６千円

	　　16　号　補　正　額
	１４３，５５７千円

	　　17　号　補　正　額
	▲２３０，０７３千円

	　　最　終　予　算　額
	２，４９１，４６０千円

	２　歳出予算
	

	　　当　初　予　算　額
	２４，６３８，７０７千円

	４　号　補　正　額
	１４４，８００千円

	　　５　号　補　正　額
	７１７，３２３千円

	　　７　号　補　正　額
	４７，４１０千円

	　　10　号　補　正　額
	３２７，５８４千円

	　　16　号　補　正　額
	１４３，５５７千円

	　　17　号　補　正　額
	▲２，４０９，３０６千円

	　　最　終　予　算　額
	２３，６１０，０７５千円


　　（特別会計）

	１　歳入予算
	


	　　当　初　予　算　額
	２，４４６，９１１千円

	　　１　号　補　正　額
	３２２，６９４千円

	２　号　補　正　額
	４７３，３８８千円

	　　３　号　補　正　額
	▲３２１，３５６千円

	　　最　終　予　算　額
	２，９２１，６３７千円

	２　歳出予算
	

	　　当　初　予　算　額
	２，４４６，９１１千円

	１　号　補　正　額
	３２２，６９４千円

	　　２　号　補　正　額
	４７３，３８８千円

	　　３　号　補　正　額
	▲３２１，３５６千円

	　　最　終　予　算　額
	２，９２１，６３７千円


３　万博記念公園に関する施策の総合調整

（１）万博記念公園に関する施策の総合調整

　　　万博記念公園に関する施策について、庁内各部局及び万博公園事務所と連絡調整を行った。

（２）大阪府日本万国博覧会記念公園運営審議会の運営

　　　大阪府日本万国博覧会記念公園条例に基づき、大阪府日本万国博覧会記念公園運営審議会において、万博記念公園の管理運営に関する重要事項について調査審議を行った。

	とき
	ところ
	主な内容

	令和２年９月１０日
	万博記念公園事務所
	・会長の選出
・部会の設置

・万博記念公園の現況


（３）万博記念公園駅前周辺地区の活性化
大規模アリーナを中核とした大阪・関西を代表する新たなスポーツ・文化の拠点づくりを推進するため、事業者の公募にかかる業務を行った。

　
大学・宗教法人グループ
１　宗教法人認証等事務

　(1) 認証等事務

　　　宗教法人に関する設立規則及び規則変更並びに合併・解散の認証を行うとともに、登記届出受理、宗教法人に係る境内地境内建物証明事務等を行った。

　　　その概要は、次のとおりである。

　　　　宗教法人設立規則認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　５件

　　　　　〃　　規則変更認証　　　　　　　　　　　　　　　　　５０件

　　　　　〃　　合併認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７件

　　　　　〃　　解散認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６件

　　　　　〃　　登記変更届の受理　　　　　　　　　　　　　　２１１件

　　　　境内地境内建物証明　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８件

　　　　その他の証明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等  　　宗教法人法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録免許税法　　　

　(2) 提出書類指導等事務

　　　法人事務所備付け書類のうち、所轄庁に提出することとなっている書類の受理及び未提出法人への督促・過料を行った。　　　　　
1 督促　　　　１，１５８件
2 過料事件通知　　１８２件

　(3) 不活動法人対策

　　　不活動を確認した宗教法人について、解散の手続等を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　宗教法人法
３　「地方独立行政法人評価委員会」の開催

　　「公立大学法人大阪」の令和元事業年度の業務実績に関する評価結果について、地方独立行政法人法及び大阪府地方独立行政法人評価委員会条例に基づき報告等を行った。
また、大阪府立大学・大阪市立大学の統合に向けて、「公立大学法人大阪」の中期計画の変更を行うにあたり、評価委員会の意見を聴取した。
　【令和２年度大阪府市公立大学法人大阪評価委員会開催状況】

(1) 第１回　令和２年　　７月１０日
(2) 第２回　令和２年　　８月　４日
(3) 第３回　令和２年　　８月１８日
４　公立大学法人大阪への支援

公立大学法人が自主性・自律性を発揮し、円滑に法人並びに大阪府立大学及び大阪府立大学工業高等専門学校の運営ができるよう、教育研究の質の向上や財務内容の改善等法人の業務運営の目標を定めた第１期中期目標（期間：２０１９年度～２０２４年度）及び法人の中期計画に基づき、運営費交付金の交付、大阪府職員の派遣等必要な支援を行った。

(1)運営費交付金

	
	年　度
	予　算　額


	
	

	
	
	
	決　算　額


	
	

	
	
	
	
	うち特定財源


	

	
	令和２年度
	11,561,865千円
	11,556,072千円
	43,352千円
	

	
	令和元年度
	11,107,840千円
	11,106,498千円
	49,101千円
	

	
	平成３０年度
	11,082,450千円
	11,082,436千円
	50,123千円
	


(2)施設整備費補助金

	
	年　度
	予　算　額


	
	

	
	
	
	決　算　額


	
	

	
	
	
	
	うち特定財源


	

	
	令和２年度
	2,200,497千円
	2,200,489千円
	119,000千円　
	

	
	令和元年度
	2,212,306千円
	2,212,295千円
	0千円　
	

	
	平成３０年度
	2,229,116千円
	2,229,115千円
	0千円　
	


(3)職員の派遣（令和３年３月３１日）　　　　　　　　　　（単位：人）
	
	法人本部
（阿倍野）
	府大中百舌鳥
キャンパス

	府大高専
	計

	次長級
	１


	１
	０
	２

	課長級
	１
	１
	１
	３

	課長補佐級
	３
	５
	０
	８

	主　査　級
	２
	２
	０
	４

	主　事　級
	１
	０
	０
	１

	　　　計
	８
	９
	１
	１８



５　履歴事項等の証明

　　退職年金等の請求、人事異動等に伴う他の公共組合への転出等に必要な各種の証明書を請求により交付した。

　　　　履歴事項証明　　　　　　　８件

　　　　退職手当に関する証明　　　　　　　２件

　　　　在職証明　　　　　　　２件

　　　　勤務態様証明　　　　　　　０件

６　恩給及び退職年金

	 　年　　　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額
	

	令和２年度
	1,627千円
	1,627千円
	

	令和元年度
	2,535千円
	1,701千円
	

	平成３０年度
	2,535千円
	2,535千円


　　元大阪府大学教員等３人に対して、遺族扶助料及び通算退職年金を支給した。

	　

　

　

　

　

　
	区　　　　　　分
	 　　員　　　　　　数
	 　　金　　　　　　額
	

	
	 eq \o\ad(遺族扶助料,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　１
	810,000　円　　
	

	
	 eq \o\ad(通算退職年金,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　２
	　　　　  817,116　円
	

	
	計
	 　　　　　３
	　　　　1,627,116　円
	


　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　府吏員退隠料等条例

7　高等専門学校等就学支援金（平成22年4月1日法律施行）

　（平成28年度より組織再編により、事業名を変更。）
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和２年度
年度


	71,560千円
	71,539千円　
	71,539千円 
	

	
	令和元年度
	66,071千円
	65,716千円　
	65,716千円 
	

	
	平成３０年度


	63,519千円
	63,488千円　
	63,488千円 
	


(1)高等専門学校等就学支援金交付金

工業高等専門学校の教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる学生に代わり代理受領する公立大学法人に高等学校等就学支援金を交付した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)
	交付単価（月額）
	学生数（内数）
	 　交　付　金　額
	

	
	工業高等専門学校
 　加算なし

 　加算あり


	9,900 円

9,650 円
	　　　441人

  (192)
（249）
	19,067千円
52,472千円
合計 71,539千円
	


　　　　　　　　　　根拠法令等　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等

　　　　　　　　　　　　　　　　　就学支援金の支給に関する法律第７、８条

　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府高等専門学校就学支援金交付要綱第３条

(2)高等専門学校就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、工業高等専門学校の設置者に事務費交付金を交付した。

	年度
	交付対象校数
	交付金額

	令和2年度
	1校
	902千円


　　　　　　根拠法令等　　大阪府高等専門学校就学支援金事務費交付金交付要綱第３条

８　大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業
(1) 高等教育修学支援事業
　大学等における修学の支援に関する法律に基づき、大阪府立大学、大阪府立大学工業高等専門
学校に修学する学生のうち、住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生に対し、授業料及び
入学金の減免を実施するため、設置者に対する負担金（授業料等減免交付金）を交付した。

	　年　　　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額
	

	令和２年度
	255,179千円
	248,320千円
	


根拠法令等　　大学等における修学の支援に関する法律第10条

大学等における修学の支援に関する法律施行令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学等における修学の支援に関する法律施行規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府授業料等減免費交付金交付要綱第４条
(2) 大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業
親の経済事情や家庭の個別事情によって、大阪の子ども達が進学を諦めることなくチャレンジできるよう、大阪で子育てをしている世帯への支援として、国の高等教育就学支援制度に加え、大阪府独自の制度として年収910万円未満の学生まで対象を拡大し、大阪府立大学・大阪市立大学及び工業高等専門学校の授業料等の無償化（減免）を実施するため、設置者に対する補助金を交付した。

	　年　　　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額
	

	令和２年度
	483,010千円
	476,540千円
	


　　根拠法令等　　大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援補助金交付要綱
(3) 高等教育無償化対応事務事業　
高等教育無償化対応に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、大阪府立大学、
大阪市立大学、大阪府立大学工業高等専門学校の設置者に事務費交付金を交付した。

	　年　　　度
	 　予　算　額
	 　決　算　額
	

	令和２年度
	25,602千円
	24,621千円
	


根拠法令等　　大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業事務費
補助金交付要綱第３条
大阪府授業料等減免費事務費交付金交付要綱第３条

９　大学統合に向けた取組の推進

大阪府立大学と大阪市立大学の統合に向けた取組みとして、平成２７年２月に大阪府立大学と大阪市立大学が「『新・公立大学』大阪モデル（基本構想）」を策定。さらに、平成２９年８月には新大学設計４者タスクフォースにより「新たな公立大学としての2つの機能・戦略領域（報告書）」を取りまとめた。併せて、府大と市大の統合に向けて、まずは両大学の運営法人を統合する考え方「新法人について（公立大学法人大阪府立大学と公立大学法人大阪市立大学の統合に関する計画）」を大阪府及び大阪市で取りまとめた。
これに基づき、両大学の運営法人の新設合併により設立する新法人「公立大学法人大阪」の中期目標案を平成３０年９月議会に提出し、同年１２月に大阪府議会及び大阪市会ともに可決された。さらに、国（総務大臣及び文部科学大臣）に対し、法人の新設合併認可申請を行い、平成３１年３月に認可を得るなど、大阪市及び法人とともに、新設合併に向けた手続きを進め、平成３１年４月に新法人を設立した。
令和２年１月には、府大及び市大の統合による新大学のめざす姿として「新大学基本構想」を府、市、法人３者で策定、同構想に基づき、新大学を２０２２年度に設置する旨を記載した法人の中期目標の変更案を議案として提出し、３月に大阪府議会、２月に大阪市会で可決された。これを受け、令和２年３月に府市より法人に対し、中期目標の変更を指示した。

令和２年６月においては、大阪府知事、大阪市長、公立大学法人大阪理事長の３者の協議により新大学名称を「大阪公立大学」に決定した。

また、令和２年２月府議会における附帯決議を受け、府・市・法人で森之宮キャンパスに相応しい教育研究組織や機能など、新大学の配置学部等について、改めて検討を行い、令和２年７月に新大学基本構想の変更を決定した。

さらに、令和２年１０月には、法人から国に対し、新大学の設置認可申請を行うなど、２０２２年度の府大と市大の統合による新大学の実現に向け、準備を進めている。

